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入学試験における著作権問題について

(理科･社会科版)

一般社団法人日本著作権教育研究会

入試問題としての著作物利用の留意点（理科・社会科）
理科･社会科の場合、利用する著作物が国語や英語のように論文や文学作品、エッセイなど明らかに著作権が発生しそうなものに比べ、どういったものが著作権法での保護対象となるのか解りにくい。利用される著作物の種類としては、写真や地図、イラストそして文章などが考えられる。学術論文の場合だと図表は引用として使うケースが多いが、入試問題の場合はどうなるのか。教科書や参考書、歴史資料の解説文に著作権は生じるのか。理科・社会科は利用される著作物が多岐にわたり解りにくい部分が多いといえる。

　試験問題での著作物の利用は、著作権法第三十六条により試験問題の権利制限がうたわれており、著作権者の事前の了解を得ずして利用出来る。写真や図表においても同様に権利制限は働く。

試験問題での使用の際に気をつけなくてはならないのは、以下の４点である。

a. 文章の場合の必要最小限度の利用

b. 文章・図表の同一性の保持（利用部分の文・数値等を改変しない）

c. 写真・図表の同一性の保持（トリミングをしない）

d. 出典の明示

詳しくは、入試全体について記した「入試問題全般版」を参照頂きたい。

　留意しなければならないのは、実施済みの入試問題を使っての問題集の作成、インターネットでの過去問公開の際の著作権処理である。こうした利用は、目的外利用として「二次利用」と呼ばれている。この二次利用をする際の留意点を素材別にまとめてみた。

二次利用の留意点

１.写真

　写真の場合は、一般に芸術性が話題になるが、プロがとったものだけではなく素人が撮ったものも著作権で保護される。幼児が描いた絵や小学生が夏休みに書いた作文が保護の対象となる様にプロアマ関係なく全ての写真が対象となる。また、写真の場合、撮影者の著作権と被写体の肖像権(法律上、肖像権という権利は存在しないが、肖像の財産的価値＝パブリシティ権、およびプライバシーの保護等を含めた権利として便宜上使用する) 等、複数の権利が絡んでくる可能性があることだ。写真が試験問題で使われるケースで最も多いものは、歴史上重要な建造物、人物の肖像、歴史的な瞬間を捉えた報道写真等であるが、被写体の持つ他の権利にも注意が必要だ。

　また、困ったことに写真の保護期間は、複雑である。旧著作権法では、写真の保護期間を発行後10年としていた。1971年の現行著作権法施行時点では、原則公表後50年が経過するまでとしていた。さらに1996年の改正により、著作物一般と同様に著作者の死後50年が経過するまでとなった。現行法の準備の過程で暫定的に保護期間が13年まで延長されたが、1956年以前に発表されたものは既に著作権が消滅している。

　被写体が、『歴史上の建造物で1956年以前に撮影された写真』を使えば著作権が消滅しており問題ない。となるが、こうした写真の場合、いつ、誰によって撮影されたか知る手がかりが無いのが現実である。

　写真の著作権は、複雑な保護期間変遷が示すように最も遅れて権利保護（整備）がなされてきた分野である。その背景には、ほとんどの写真家が個人事業主であり映画産業や放送、出版、音楽産業のような大規模な独立したビジネスマーケットを形成していないため業界として纏まった行動が無かったことが影響している。また、商業写真の場合、広告代理店の下請け、孫請けで撮影をするケースが多く「権利主張をすれば仕事がなくなる」という状況下にある。（今でも大半の商業写真家は、その状況にある）

　一方で、カメラの性能が飛躍的にあがり（自動露出・オートフォーカスの全自動カメラの出現）さらに、携帯電話のカメラ標準装備で裾野が一気に広がり、またデジタル化や個人のホームページの開設といった流れが写真利用に拍車をかけた。写真の著作権者が一気に大衆化したため把握出来ない状態にある。

　教科書等に使われている写真の多くは、ストックフォト（レンタルポジ）と呼ばれる『商用写真』が利用されている。このストックフォトは、１回あたりの使用料がサイズや部数、利用目的により細かく決められているので解り易が、教科書や参考書には出典が書かれていないものもあり版元へ問い合わせる必要がある。
　また、写真で軽視されがちなのが、同一性保持権（第二十条）である。作問の際にスペースの関係から横位置で撮影されたものを縦位置にカットしたり、利用したい被写体の周りに写っていた設問に無関係な被写体をトリミングしたりするといったことが行われている。写真の場合、作品１枚をそのままの縦横比で使うことが原則である

　次に出典の表記（第四十八条）だが、前記したようにそもそも参考とした著作物に出典が書かれておらず表記しようがないのが現状である。仮に「○○出版　歴史探訪第○巻より転載」と記載しても本当にその出版社が著作権者かどうかは作問者にも解らないのが現状である。当面は、出版物の名称を表記するしか方法はないようである。

　社団法人日本写真家協会では、出版社等と連携し、特に社会科で使われる古刹や名所旧跡、絵画、彫刻、肖像画等の写真を集めデータベース化を行っている。いずれにしても現状は、権利者を探すことが困難な状況下にある。また議論が尽くされておらず不明瞭な点も多い。

　風  景：
著作権保護に該当する。著名な写真家が撮った写真は当然のこと、アマチュアの写真であっても創作性が認められるものであれば著作権法により保護の対象となる。写真の場合の創作性とは、被写体、構図、露光等の選択が創造性とされている。

　建  物：
撮影者が、表現しようとしたものであれば著作権法により保護の対象となる。さらに建物そのものが芸術性を持つ建物であれば、建物そのものが著作権の対象となる。しかし現実的には、著作権よりも肖像権の侵害に注意が必要である。入場料を徴収して拝観させる寺社仏閣の場合など、著作権料ではなく使用料を要求される場合がある。

　人  物：
撮影者が、表現しようとしたものであれば著作権法により保護の対象となる。人物の場合は、肖像権が問題となる。いわゆる肖像権のパブリシティ権および人格権は、当該人物に属する権利である。この権利が、没後相続されるか否かについての明確な条項はないが、著作権同様に没後５０年という見方が強い。


(例：おニャン子クラブ事件＝我が国の裁判上初めて高裁段階でパブリシティ権を認めた。東京高裁平成3年9月26日判決）
　

　絵画・彫刻等芸術作品：

被写体となる作品が、平面か立体かで判断が異なる。絵画、リトグラフ等平面の場合は、基本的に複写として著作物とは認められない。しかし、彫刻やレリーフ等立体の場合は、ライティング･アングル等撮影者の創作性が働くとして著作物とされている。被写体である芸術作品の著作権にも注意が必要である。絵画・彫刻等にも文芸作品同様に作者の没後50年間は著作権が存続する。被写体の著作権が存続中のものであれば、被写体となった著作物の利用許諾が必要となる。ただし、屋外に展示されている作品の場合、第四十六条（公開の美術の著作物等の利用）の制限により許諾を必要としない。
　古美術・骨董品・古民具等：

被写体そのものの著作権は存在しないあるいは消滅しているが、撮影された日が問題となる。1956年以前に撮影された写真であれば、許可無く利用出来るが、以降だと撮影者の許諾が必要となる。
２.図表

　教科書や問題集･参考書等から入試問題を作成する際、流用してしまうことが多いのが、図表類である。図表については、第十条六号にその例示として地図があげられているが、美術的要素より学術的要素が問題とされる。

　試験等でよく使われるものに、気象図（国立天文台）、地勢図（国土地理院）、日本国勢図会や世界国勢図会（矢野恒太記念会）、データブックオブザワールド（二宮書店）等の著作物がある。これらの著作物は、比較的簡単な手続きで利用可能である。当然のことであるが、第三十六条での利用方法に合致していることが条件であり、数値の改変や必要以上の広範囲の利用は出来ない。また出典の明示は必須事項である。
　あまり知られていないが、教科書や図鑑に掲載される動植物等の絵を専門に描く資料画・標本画の作家で構成する日本理科美術協会という団体がある。設立は古く1958年である。美術においては、フランス著作家事務所から絵画部門を分離し、2001年に設立された美術著作権協会がある。
　地　図：
白地図は、陸と海の境界線、等高線、緯度・経度、あるいは都道府県等行政区分、道路、線路等が表記されたものであり著作物という判断はなされていない。しかし、測量法で、国土地理院の承認が必要とされている。

土地の利用状況や人口密度その他の尺度を持ち色分けや、図案化されたものには、作成者の創作的な表現と学術的要素が含まれており著作物だといえる。

　グラフ：
地図同様にみかんの生産量、年間降水量等は事実であり著作物ではないが、彩色したり、降水量を傘の大きさや、水滴の大きさで表現したりすれば、作成者の創作的な表現と学術的要素が含まれており著作物だといえる。

　実験図：
理科などで、置換や滑車などの実験風景の図を見かけるが、誰が描いても同じようなものとなるのであれば果たして著作物といえるか疑問もある。また誰でも描ける絵というのであれば、出題者が描けばよいのではとも思える。

３.文章

　文学作品や学術論文同様、個人の思想や感情を表現したものであれば、全ての文章に著作権が生じる。では、年表はどうであろうか。基本的に史実の列挙であり単なる時系列に沿って並べられただけであれば、著作物とは考えがたい。一方、史実の解説文章には、表現されたものとしての書き手による違いが生じる。同じ出来事であっても書き手により文脈が変わるのは当然のことであり、生徒に解り易くという作者の表現や、無意識にあるいは意識的に個人的な思想が加わることは考えられる。この判断は微妙であり議論がなされていない。また、特定の教科書や参考書からの出題は、教科書採択の問題もあり好ましくないであろう。

年　表：
基本的に史実を列挙したものであり著作権の対象とはならないと考えられる。データベース著作物（第十二条　編集著作物）としての可能性だが、年表の並びは通説として、あるいは学説として、あるいは物的証拠を持って時系列表記されている。時系列列記だけでは、著作物とは考え難い。ただし、○○の歴史といった特定の目的もって編集された年表には、著作物としての可能性も残る。

史実の解説：
検定教科書等の文章は、本来、教科書という性質から書き手の思想や感情が入らぬ冷静で中立な史実の解説でなければならないが、前記したように書き手によってその表現は変わるので著作物と判断される可能性も残る。


教科書等いわゆる教育教材以外の「歴史本・歴史Mook」等の場合、これは一般の著作物として扱うべきであり、二次利用には許諾が必要である。
4. ＜参考資料＞

関連する著作権法（抜粋）　

第二条（定義）

この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

～中略～

十一　二次的著作物 著作物を翻訳し、編曲し、若しくは変形し、又は脚色し、映画化し、その他翻案することにより創作した著作物をいう。

十二　共同著作物 二人以上の者が共同して創作した著作物であつて、その各人の　　寄与を分離して個別的に利用することができないものをいう。　

（昭五九法四六・８項追加９項一部改正、昭六〇法六二・１項十号の二追加、昭六一法六四・１項九号の二、九号の三、十号の三、追加１項十五号十七号７項９項一部改正、平九法八六・１項七号の二、九号の四、九号の五追加１項八号全改１項十七号削除１項九号の二７項９項一部改正、平十一法七七・１項十七号一部改正１項二十号二十一号追加第７項一部改正、平十四法七二・１項二十号一部改正、平十六法九二・１項二十三号追加、平十八法一二一・１項七の二号一部改正、平二一法五三・１項九の五号イ一部改正）
第十条（著作物の例示）

　この法律にいう著作物を例示すると、おおむね次のとおりである。

　 一　小説、脚本、論文、講演その他の言語の著作物

　 二　音楽の著作物

　 三　舞踊又は無言劇の著作物

　 四　絵画、版画、彫刻その他の美術の著作物

　 五　建築の著作物

　 六　地図又は学術的な性質を有する図面、図表、模型その他の図形の著作物

　 七　映画の著作物

　 八　写真の著作物

　 九　プログラムの著作物

2　事実の伝達にすぎない雑報及び時事の報道は、前項第一号に掲げる著作物に該当しない。

3　第一項第九号に掲げる著作物に対するこの法律による保護は、その著作物を作成するために用いるプログラム言語、規約及び解法に及ばない。この場合において、これらの用語の意義は、次の各号に定めるところによる。

一　プログラム言語 プログラムを表現する手段としての文字その他の記号及びその体系をいう。

二　規約 特定のプログラムにおける前号のプログラム言語の用法についての特別の約束をいう。

三　解法 プログラムにおける電子計算機に対する指令の組合せの方法をいう。

（昭六〇法六二・１項九号３項追加）
第十二条（編集著作物）

編集物（データベースに該当するものを除く。以下同じ。）でその素材の選択又は配列によつて創作性を有するものは、著作物として保護する。

2　前項の規定は、同項の編集物の部分を構成する著作物の著作者の権利に影響を及ぼさない。

（昭六一法六四・１項一部改正）

第十五条（職務上作成する著作物の著作者）

法人その他使用者（以下この条において「法人等」という。）の発意に基づきその法人等の業務に従事する者が職務上作成する著作物（プログラムの著作物を除く。）で、その法人等が自己の著作の名義の下に公表するものの著作者は、その作成の時における契約、勤務規則その他に別段の定めがない限り、その法人等とする。

2　法人等の発意に基づきその法人等の業務に従事する者が職務上作成するプログラムの著作物の著作者は、その作成の時における契約、勤務規則その他に別段の定めがない限り、その法人等とする。

（昭六〇法六二・見出し１項一部改正２項追加）

第二十条（同一性保持権）

著作者は、その著作物及びその題号の同一性を保持する権利を有し、その意に反してこれらの変更、切除その他の改変を受けないものとする。

2　前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する改変については、適用しない。

　 一　第三十三条第一項（同条第四項において準用する場合を含む。）、第三十三条の二第一項又は第三十四条第一項の規定により著作物を利用する場合における用字又は用語の変更その他の改変で、学校教育の目的上やむを得ないと認められるもの

　 二　建築物の増築、改築、修繕又は模様替えによる改変

　 三　特定の電子計算機においては利用し得ないプログラムの著作物を当該電子計算機において利用し得るようにするため、又はプログラムの著作物を電子計算機においてより効果的に利用し得るようにするために必要な改変

　 四　前三号に掲げるもののほか、著作物の性質並びにその利用の目的及び態様に照らしやむを得ないと認められる改変

（昭六〇法六二・２項三号追加四号一部改正、平十五法八五・２項一号一部改正）
第三十五条（学校その他の教育機関における複製等）
　学校その他の教育機関※１（営利を目的として設置されているものを除く。）において教育を担任する者及び授業を受ける者は、その授業の過程における使用に供することを目的とする場合には、必要と認められる限度において、公表された著作物を複製することができる。ただし、当該著作物の種類及び用途並びにその複製の部数及び態様に照らし著作権者の利益を不当に害することとなる場合は、この限りでない。
2　公表された著作物については、前項の教育機関における授業の過程において、当該授業を直接受ける者に対して当該著作物をその原作品若しくは複製物を提供し、若しくは提示して利用する場合又は当該著作物を第三十八条第一項の規定により上演し、演奏し、上映し、若しくは口述して利用する場合には、当該授業が行われる場所以外の場所において当該授業を同時に受ける者に対して公衆送信（自動公衆送信の場合にあつては、送信可能化を含む。）を行うことができる。ただし、当該著作物の種類及び用途並びに当該公衆送信の態様に照らし著作権者の利益を不当に害することとなる場合は、この限りでない。
（平十五法八五・見出し1項一部改正2項追加）

※１　構造改革特別区域法（平成十四年法律第百八十九号）第十二条第二項に規定する学校設置会社の設置する学校を含む。


第三十六条（試験問題としての複製等）

　公表された著作物については、入学試験その他人の学識技能に関する試験又は検定の目的上必要と認められる限度において、当該試験又は検定の問題として複製し、又は公衆送信（放送又は有線放送を除き、自動公衆送信の場合にあつては送信可能化を含む。次項において同じ。）を行うことができる。ただし、当該著作物の種類及び用途並びに当該公衆送信の態様に照らし著作権者の利益を不当に害することとなる場合は、この限りでない。
2　営利を目的として前項の複製又は公衆送信を行う者は、通常の使用料の額に相当する額の補償金を著作権者に支払わなければならない。
（平十五法八五・見出し１項２項一部改正）

第四十六条（公開の美術の著作物等の利用）

美術の著作物でその原作品が前条第二項に規定する屋外の場所に恒常的に設置されているもの又は建築の著作物は、次に掲げる場合を除き、いずれの方法によるかを問わず、利用することができる。

　一　彫刻を増製し、又はその増製物の譲渡により公衆に提供する場合

　二　建築の著作物を建築により複製し、又はその複製物の譲渡により公衆に提供する場合

　三　前条第二項に規定する屋外の場所に恒常的に設置するために複製する場合

　四　専ら美術の著作物の複製物の販売を目的として複製し、又はその複製物を販売する場合

（平十一法七七・一号二号四号一部改正）
第四十八条（出所の明示）

次の各号に掲げる場合には、当該各号に規定する著作物の出所を、その複製又は利用の態様に応じ合理的と認められる方法及び程度により、明示しなければならない。

一、二省略
三 第三十二条の規定により著作物を複製以外の方法により利用する場合又は第三十五条、第三十六条第一項、第三十八条第一項、第四十一条若しくは第四十六条の規定により著作物を利用する場合において、その出所を明示する慣行があるとき。

2　前項の出所の明示に当たつては、これに伴い著作者名が明らかになる場合及び当該著作物が無名のものである場合を除き、当該著作物につき表示されている著作者名を示さなければならない。

3省略

（昭六〇法六二・１項一号一部改正、平十二法五六・１項一号二号一部改正、平十五法八五・１項一号一部改正、平十五法八五・１項一号一部改正、平十八法一二一・１項一号二号一部改正、平二一法五三・１項二号一部改正）

第五十一条（保護期間の原則）

著作権の存続期間は、著作物の創作の時に始まる。

2　著作権は、この節に別段の定めがある場合を除き、著作者の死後（共同著作物にあつては、最終に死亡した著作者の死後。次条第一項において同じ。）五十年を経過するまでの間、存続する。

関連する測量法（抜粋）
第四十三条（測量成果の複製）

公共測量の測量成果のうち図表等を測量の用に供し、刊行し、又は電磁的方法であつて国土交通省令で定めるものにより不特定多数の者が提供を受けることができる状態に置く措置をとるために複製しようとする者は、あらかじめ、当該測量成果を得た測量計画機関の承認を得なければならない。

第四十四条（測量成果の使用）

公共測量の測量成果を使用して測量を実施しようとする者は、あらかじめ、当該測量成果を得た測量計画機関の承認を得なければならない。

２ 　測量計画機関は、前項の承認の申請があつた場合において、次の各号のいずれにも該当しないと認めるときは、その承認をしなければならない。

一 　申請手続が法令に違反していること。

二 　当該測量成果を使用することが測量の正確さを確保する上で適切でないこと。

３ 　第一項の承認を得て測量を実施した者は、その実施により得られた測量成果に公共測量の測量成果を使用した旨を明示しなければならない。

４ 　公共測量の測量成果を使用して刊行物を刊行し、又は当該刊行物の内容である情報について電磁的方法であつて国土交通省令で定めるものにより不特定多数の者が提供を受けることができる状態に置く措置をとろうとする者は、当該刊行物にその旨を明示しなければならない。
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